




























6.  今年度の研究成果

1)登録管理体制を確立するためにはどうするか。

 現在既に実質的に活動している各県の周産期医療協議会の産科責任者を中心に各都道府

県の個別事情等を考慮した妊産婦死亡の登録管理のあり方いついて協議し、

a)妊産婦死亡症例の登録漏れを減少させる方策、

b)妊産婦死亡管理登録を総合周産期センターが実施することの是非、

c)共通の妊産婦死亡調査用紙の作成、

について検討した。

a)登録から漏れる妊産婦死亡症例を少なくするため、地域特に保健所レベルで死亡診断書

や人口動態統計を利用し妊産婦死亡の実体を把握し、周産期医療協議会と綿密な連絡を取

り合うことが必要で、そのためには、死亡診断書に『妊娠の有無』を記載する項を設ける

ことを提言する。また、将来的に総合周産期センターが全県に設置されたとしても妊産婦

死亡の最終収容病院が必ずしも総合周産期センターではない可能性が高いが保健所で周産

期医療協議会と連絡を取りながら、総合周産期センターの業務を充実し、社会の認識を広

げることによって、妊産婦死亡の登録から漏れる症例の減少を計るべきと考えられた。

b)総合周産期センターが本登録事業の実施主体となるのが最も実践的且つ効果的であると

結論された。この調査に関わる組織として、厚生省母子保健課が各都道府県の母子保健管

轄部局に依頼し、各都道府県に設置済み、もしくは将来設置される周産期医療協議会が責

任機関となり、各総合周産期母子医療センターに調査を指示するシステムが提言された。

また、本システムを効率的に運用するために、各周産期医療協議会に専門部会を置き、専

従の事務職員を配置することも提言された。

 本登録事業の遂行に不可欠な日本母性保護医産婦人科医会の協力を得るため、周産期医

療協議会のメンバーとして産婦人科医会の代表者を加え、本登録事業の意義、重要性を認

識してもらい、代表者を通じて産婦人科医会の理解と協力を取り付ける努力をすることと

した。

 c)症例の集積のために、詳細なる妊娠分娩経過から死亡するまでの過程を克明に記録す

る母体死亡調査用紙を作成した。

2)周産期医療協議会の役割を規定し機能促進をするにはどうするか。 周産期医療協議会

は、関係行政機関、医療関係団体をもって構成され

a)周産期医療体制整備に関する事項、

b)情報システムに関する事項、

c)医療関係者の研修に関する事項

を検討協議する。



 今回の調査で各都道府県の周産期医療協議会の設置状況は 7 都道府県に留まり全国規模

の設置が早急に必要と考えられた。

 第 1 に同じ県内にある周産期医療機関であっても設置母体の関係上、施設間に人員、設

備の不灼等がありこれらを調整し一定の医療水準を維持していく必要がある。特に総合周

産期母子医療センタ―の指定基準は、人員、設備、病床数で決定されるがもう一つ重要な

ことに施設の Quality がある。周産期医療協議会において情報を収集し調査検討すること

により施設の Quality を把握する必要がある。運営補助、総合周産期特定集中治療室管理

料の適応などについても施設の Quality を加味して周産期医療協議会が柔軟に対応すべき

である。

 第 2 に都道府県の人口などを配慮して県内に均等に配置されるように複数の施設をセン

ターとして指定しその整備に援助することが必要である。

 第 3 に周産期医療は、母体搬送、新生児搬送により行政区画を超えた医療圏が存在する

ので、隣県、近県の周産期医療協議会と密接に連携し広域な周産期医療圏を確立する必要

がある。

 第 4 に周産期医療協議会設立が広がりをみせた時点で全国の代表者による全国レペルの

周産期医療協議会を開催し共通の問題点を話し合う場を作っていくべきである。


